
６　電波障害
（１）主な住民意見等
①主な住民意見
・　なし
②関係市長意見
・　なし
（２）検討結果
　①環境影響要因及び環境影響評価項目
・　環境影響要因として高架構造物等が計画されていることから施設の存在を選定しており、特に問題ないと考える。
②現況調査
・　対象事業実施区域周辺を網羅している送信所等の放送エリアを既存資料（総務省ホームページ）により把握し、「建築物による受信障害調査要領（地上デジタル放送）」（(社)日本CATV技術協会）に基づく調査方法により、事業実施区域周辺の20地点において、アンテナ高さ地上10ｍで調査を実施している。
・　調査地点の選定根拠について都市計画決定権者に確認したところ、電波障害が予測される箇所や各駅間の代表的な箇所を選定しているとのことであり、特に問題ないと考える。
・　調査対象放送局は、大阪局７局（NHK総合、NHK教育、毎日放送、朝日放送、関西テレビ、読売テレビ、テレビ大阪）、京都局２局（NHK総合、京都放送）、枚方局１局（テレビ大阪）とし、端子電圧、画質評価、BER値、品質評価を調査している。
・　現況調査の結果、大阪局から送信される放送局については、高層マンションが多く立地する香里園付近で一部チャンネルに受信障害がみられるが、大部分の地域では受信品質は概ね良好であり、京都局から放送される送信局については、香里園付近で受信障害がみられ、枚方局から中継される放送局については、寝屋川市域の多くの地点で受信障害がみられたとしている。
③予測及び予測結果の評価
・　予測方法については、「建造物障害予測の手引き　地上デジタル放送」（2005年、社団法人日本CATV技術協会）に示された方法に基づき、社団法人CATV技術協会発行の受信障害予測計算システム「ビルエキスパート」を用い、事業計画路線全体を対象として予測しており、特に問題ないと考える。
・　予測の結果、事業実施区域に隣接する一部の地域において、しゃへい障害による電波障害が生ずるとしている。（資料６－１）
・　また、反射障害については、ほとんど生じないと予測している。これについて都市計画決定権者に詳細を確認したところ、いずれの地点でもDU比距離特性はDUp（所要BERとなる反射DU比：DUp=0）を上回るため、反射障害の発生は予測されないとしており、特に問題ないと考える。（資料６－２）
④環境保全措置
・　高架構造物の存在に伴う電波障害の影響を軽減するため、適切な設計検討により高架構造物の高さを必要最小限に留め、受信障害が予測される地域についてCATVへの接続など適切な対応措置を講じるとしている。
さらに、予測されない影響が生じた場合には、因果関係を明らかにし、本事業の影響と判断される場合は、同様に適切な措置を講じるとしている。
・　また、電波障害の影響が考えられる場合の対応について都市計画決定権者に説明を求めたところ、「公共施設の設置に起因するテレビジョン電波受信障害により生ずる損害等に係る費用負担について」（昭和54年10月12日　建設省計用発第35号）に基づき適切な措置を講じるとしており、特に問題ないと考える。
資料６－１　電波障害予測結果
しゃへい障害予測範囲（大阪局）
[image: image1.emf]■反射障害の計算例

1.反射DU比距離特性グラフの見方

出典：「地上デジタルテレビ放送の最新動向とデジタル放送の電波障害予測及び対策」

　　　 (日本放送協会　工藤 富夫；社団法人環境アセスメント協会　平成17年度第2回セミナー）

2.15k920m付近（旧国道170号との交差付近）の反射障害計算例

　高高架区間である15k920m付近（旧国道170号との交差付近）の計算結果（反射DU比距離特性）

を以下に示します。

　いずれも、DU比距離特性はDU

P

＝0dBを上回るため、反射障害の発生は予測されません。

■大阪局（広域） ■大阪局（TVO）

■京都局（KBS） ■枚方局（TVO)
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[image: image3.emf]
しゃへい障害予測範囲（京都局）
[image: image4.emf][image: image5.emf]
[image: image6.emf]
しゃへい障害予測範囲（枚方局）
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（準備書から抜粋）
資料６－２　反射障害の計算例
[image: image10.emf]
（都市計画決定権者提出資料）
７　人と自然との触れ合いの活動の場
（１）主な住民意見等
①　主な住民意見
・　なし
②　関係市長意見
・　なし
（２）検討結果
①　環境影響要因・環境影響評価項目
・　環境影響要因として、工事の実施による土地の改変を選定しており、特に問題ないと考える。
　②　現況調査
・　対象事業実施区域の周辺地域における公園緑地、保存樹林及び散策コースの分布状況が調査されており、人と自然との触れ合いの活動の場の状況が概ね適切に把握されている。
・　対象事業の実施により改変される走谷公園、南中振公園、香里北さざんか公園及び田井西公園の利用環境、改変区域及び利用状況が調査されており、特に問題ないと考える。
　③　予測・予測結果の評価及び環境保全措置
・　予測方法及び評価は、事業の実施により改変される４つの公園を対象に、現状の公園図面を事業計画図面と重ね合わせることにより、改変の程度、利用性の変化（利用上の支障の有無、到達時間）、快適性の変化（近傍の風景、雰囲気）の観点から行っており、特に問題ないと考える。
・　走谷公園、南中振公園及び香里北さざんか公園については、快適性に変化が生じると予測され、田井西公園については利用性、快適性に変化が生じると予測されるとしている。
・　改変される公園における面積の減少や機能の回復、利用者の快適性の確保については、公園管理者と協議し対策を講じるとしている。その詳細について都市計画決定権者に確認したところ、資料７－１のとおり機能回復を予定しているとしている。また、機能が適切に回復しているか確認を行うため事後調査を行うとしており、公園利用者への影響の軽減について配慮されているものと考える。
・　また、高架下を公園として整備することも検討するとしており、新たな活動の場の創出に配慮していることから、特に問題ないと考える。
・　事業実施区間周辺の主要な散策コースが事業計画地を横断することから、工事実施中の影響について都市計画決定権者に確認したところ、踏切を残したまま工事を進めるとともに、現状の歩行者動線については、原則として代替ルートを確保することにより、散策ルートに与える影響を最小限にするよう努めるとしており、特に問題ないと考える。
資料７－１
　改変される公園の機能回復について
（１）走谷公園
本事業により植樹帯が減少しますが、改変範囲はその一部であり、公園の面積減少による影響は軽微と考えます。
（２）南中振公園
本事業により植樹帯及び広場の減少、園路の分断、出入口の消滅が伴います。
植樹帯及び広場が減少しますが、改変範囲はその一部であり、公園の面積減少による影響は軽微と考えます。園路が分断する箇所は、園路の形状を変更し、分断を解消することにより機能を回復します。出入口の消滅箇所は、新たに整備する環境側道に出入口を整備し機能を回復します。いずれも機能を回復する箇所は、現状の位置に近い場所で行います。
（３）香里北さざんか公園
本事業により植樹帯が減少しますが、広場部分の一部を改変し、現在と同様な形態で植樹帯を配置することで機能を回復します。
（４）田井西公園
本事業により駐車場、ゲートボール場、テニスコート、広場が減少します。そこで、改変する幅に対応してそのまま西へ平行移動する形状で施設を改築し、現状の機能を回復します。西へ移動した分、公園の中央部に配置されている芝生広場の面積が減少しますが、改変範囲はその一部であり、公園の面積減少による影響は軽微と考えます。
（都市計画決定権者提出資料から抜粋）
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